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調査・設計委託標準仕様書  改定の要旨 

ページ 改 定 項 目 主  な  改  定  内  容 

 
 

1-10 
 
 

第１章 総則 
第１節 一般事項 
1.3.15 個人情報の取扱い 
 
 

 
 
○東京都個人情報保護に関する条例の廃止に伴い記載内容を修正した。 
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改 定（P1-9、1-10） 現 行（P1-9、1-10） 

1.3.15 個人情報の取扱い 

 

１ 基本的事項 

受託者は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務を処 

理するための個人情報の取扱いに当たっては、個人の権利利 益を侵害するこ

とのないよう、個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57号）に基

づき、個人情報の漏えい、滅失、改ざん又はき損の防止その他の個人情報の

適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。  

２  秘密の保持 

 受託者は、この契約による事務に関して知り得た個人情報の内容をみだり

に第三者に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。この契約が終了

し、又は解除された後においても同様とする。  

３  取得の制限 

   受託者は、この契約による事務を処理するために個人情報を取得するとき

は、あらかじめ、本人に対し、その利用目的を明示しなければならない。 

また、当該利用目的の達成に必要な範囲内で、適正かつ公正な手段で個人

情報を取得しなければならない。  

４  利用及び提供の制限 

受託者は、委託者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務

を処理するための利用目的以外の目的のために個人情報を自ら利用し、又は

提供してはならない。  

５  複写等の禁止 

 受託者は、委託者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務

を処理するために委託者から提供を受けた個人情報が記録された資料等を複

写し、又は複製してはならない。  

６  再委託の禁止 

   受託者は、委託者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務

を処理するための個人情報については自ら取り扱うものとし、第三者にその

1.3.15 個人情報の取扱い 

 

１ 基本的事項 

受託者は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務を処 

理するための個人情報の取扱いに当たっては、個人の権利利 益を侵害するこ

とのないよう、東京都個人情報の保護に関する条例（平成 2 年東京都条例第

113号）及び同施行に基づき、個人情報の漏えい、滅失、改ざん又はき損の防

止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならな

い。  

２  秘密の保持 

 受託者は、この契約による事務に関して知り得た個人情報の内容をみだり

に第三者に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。この契約が終了

し、又は解除された後においても同様とする。  

３  取得の制限 

   受託者は、この契約による事務を処理するために個人情報を取得するとき

は、あらかじめ、本人に対し、その利用目的を明示しなければならない。 

また、当該利用目的の達成に必要な範囲内で、適正かつ公正な手段で個人

情報を取得しなければならない。  

４  利用及び提供の制限 

受託者は、委託者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務

を処理するための利用目的以外の目的のために個人情報を自ら利用し、又は

提供してはならない。  

５  複写等の禁止 

 受託者は、委託者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務

を処理するために委託者から提供を受けた個人情報が記録された資料等を複

写し、又は複製してはならない。  

６  再委託の禁止 

   受託者は、委託者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務
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取り扱いを伴う事務を再委託してはならない。 

７  事案発生時における報告 

    受託者は、個人情報の漏えい等の事案が発生し、又は発生するおそれがあ

ることを知ったときは、速やかに発注者に報告し、適切な措置を講じなけれ

ばならない。 

なお、委託者の指示があった場合はこれに従うものとする。 

また、契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。  

８  資料等の返却等 

 受託者は、この契約による事務を処理するために委託者から貸与され、又

は受託者が収集し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、この

契約の終了後又は解除後速やかに委託者に返却し、又は引き渡さなければな

らない。ただし、委託者が、廃棄又は消去など別の方法を指示したときは、

当該指示に従うものとする。  

９  管埋の確認等 

 委託者は、受託者における個人情報の管理の状況について適時確認するこ

とができる。 

また、委託者は必要と認めるときは、受託者に対し個人情報の取り扱い状

況について報告を求め、又は検査することができる。  

10  管理体制の整備 

    受託者は、この契約による事務に係る個人情報の管理に関する責任者を特

定するなど管理体制を定めなければならない。 

 11  従事者への周知 

     受託者は、従事者に対し、在職中及び退職後においてもこの契約による事

務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目

的に使用してはならないことなど、個人情報の保護に関して必要な事項を周

知しなければならない。  

12  従事者への教育・研修 

    受託者は、従事者に対し、個人情報及び機密情報の取扱いについて必要な

教育及び研修を実施すること。 

を処理するための個人情報については自ら取り扱うものとし、第三者にその

取り扱いを伴う事務を再委託してはならない。 

７  事案発生時における報告 

    受託者は、個人情報の漏えい等の事案が発生し、又は発生するおそれがあ

ることを知ったときは、速やかに発注者に報告し、適切な措置を講じなけれ

ばならない。 

なお、委託者の指示があった場合はこれに従うものとする。 

また、契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。  

８  資料等の返却等 

 受託者は、この契約による事務を処理するために委託者から貸与され、又

は受託者が収集し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、この

契約の終了後又は解除後速やかに委託者に返却し、又は引き渡さなければな

らない。ただし、委託者が、廃棄又は消去など別の方法を指示したときは、

当該指示に従うものとする。  

９  管埋の確認等 

 委託者は、受託者における個人情報の管理の状況について適時確認するこ

とができる。 

また、委託者は必要と認めるときは、受託者に対し個人情報の取り扱い状

況について報告を求め、又は検査することができる。  

10  管理体制の整備 

    受託者は、この契約による事務に係る個人情報の管理に関する責任者を特

定するなど管理体制を定めなければならない。 

 11  従事者への周知 

     受託者は、従事者に対し、在職中及び退職後においてもこの契約による事

務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目

的に使用してはならないことなど、個人情報の保護に関して必要な事項を周

知しなければならない。  

12  従事者への教育・研修 

    受託者は、従事者に対し、個人情報及び機密情報の取扱いについて必要な
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なお、教育及び研修の計画及び実施状況を書面にて委託者に提出すること。 

 13  データの納品、運搬 

     個人情報等の機密性の高い電子データを納品する場合は、電子データに対

して、暗号化等の措置を行うこと。 

また、外部記録媒体で電子データを運搬する場合は、鍵付きのケース等を用

いること。  

14  情報の保管及び管理等に対する義務違反 

（１）受託者又は再委託先において、この仕様書の２から 13までに定める情報

の保管及び管理等に関する義務違反又は義務を怠った場合には、委託者は、

この契約を解除することができる。 

（２）（１）に規定する受託者又は再委託先の義務違反又は義務を怠ったことに

よって委託者が損害を被った場合には、委託者は受託者に損害賠償を請求

することができる。委託者が請求する損害賠償額は、委託者が実際に被っ

た損害額とする。 
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理するための個人情報の取扱いに当たっては、個人の権利利 益を侵害す

ることのないよう、「個人情報の保護に関する法律」（平成 15 年法律第

57 号）基づき、個人情報の漏えい、滅失、改ざん又はき損の防止その他

の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。  

２  秘密の保持 

 受託者は、この契約による事務に関して知り得た個人情報の内容をみだ

りに第三者に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。この契約が

終了し、又は解除された後においても同様とする。  

３  取得の制限 

   受託者は、この契約による事務を処理するために個人情報を取得すると

きは、あらかじめ、本人に対し、その利用目的を明示しなければならな

い。 

また、当該利用目的の達成に必要な範囲内で、適正かつ公正な手段で個

人情報を取得しなければならない。  

４  利用及び提供の制限 

受託者は、委託者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事

務を処理するための利用目的以外の目的のために個人情報を自ら利用し、

又は提供してはならない。  

５  複写等の禁止 

 受託者は、委託者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事

務を処理するために委託者から提供を受けた個人情報が記録された資料等

を複写し、又は複製してはならない。  

６  再委託の禁止 

   受託者は、委託者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事

務を処理するための個人情報については自ら取り扱うものとし、第三者に

その取り扱いを伴う事務を再委託してはならない。 

７  事案発生時における報告 

    受託者は、個人情報の漏えい等の事案が発生し、又は発生するおそれが

あることを知ったときは、速やかに発注者に報告し、適切な措置を講じな

ければならない。 

なお、委託者の指示があった場合はこれに従うものとする。 

また、契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。  

８  資料等の返却等 

 受託者は、この契約による事務を処理するために委託者から貸与され、

又は受託者が収集し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、

この契約の終了後又は解除後速やかに委託者に返却し、又は引き渡さなけ

ればならない。ただし、委託者が、廃棄又は消去など別の方法を指示した

ときは、当該指示に従うものとする。  

９  管埋の確認等 

 委託者は、受託者における個人情報の管理の状況について適時確認する

ことができる。 


